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研究成果の概要（和文）：世界を対象としたエネルギーシステムモデルを開発し、2050年頃にCO2ネットゼロを
達成するシナリオの評価を行った。モデルは、技術普及制約を考慮するため個別技術を扱い、水素や直接空気回
収等の革新的技術についても考慮した。結果として、炭素回収貯留（CCS）やバイオマスの利用制約を伴うシナ
リオでは、水素エネルギーキャリアの普及率が最大で約15%まで増加する可能性を示した。さらに、エネルギー
需要部門の電化等が制約されるシナリオでは、合成燃料が代替的なオプションとなる可能性を示した。ただしこ
れらの技術は費用面での課題が大きく、他の技術も踏まえた包括的なCO2ゼロ排出に向けた方策検討の重要性を
示唆した。

研究成果の概要（英文）：We developed a global energy system model and assessed global net-zero 
emissions scenarios by 2050. The model represented several energy technologies in both energy and 
demand sectors, and innovative technologies such as hydrogen and direct air capture. The results 
indicated that share of hydrogen energy carriers can reach around 15% of global energy demand by 
2050 in case diffusion of biomass and carbon capture and storage (CCS) is constrained. In addition, 
when electrification in energy demand sector is limited, synthetic hydrocarbons can be an 
alternative mitigation option. Meanwhile, the importance of holistic policy design including other 
mitigation options are highlighted, as hydrogen- and synthetic hydrocarbon-based energy systems 
associate increased mitigation costs.

研究分野： 気候変動緩和、エネルギーシステム

キーワード： 気候変動緩和　エネルギーシステム　統合評価モデル　脱炭素社会　エネルギー政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
2022年に公表されたIPCC第6次評価報告書では、世界ネットゼロ排出を達成する例示的なシナリオが複数示され
た。これらは主に負の排出削減や急速なエネルギー需要削減・電化などを伴うものであったが、本研究ではこれ
らの対策に依存しない、炭素回収利用（CCU）を活用するシナリオを世界で初めて提示した。これは学術的な新
規性に加え、今後のIPCC報告書への示唆においても有益である。また、各国や企業はネットゼロ排出の達成に向
けた方策の検討を進めており、比較的設備が固定化（ロックイン）しやすい途上国などにおいて、本研究で示し
たシナリオは選択肢の一つとなり得ることから、社会的意義も大きいと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2015 年に採択されたパリ協定では、気温上昇幅を 2℃より十分に低く保ち、1.5℃に抑える努
力を追求するという目標が合意された。研究開始当初の（2018－2019 年頃）の研究では、1.5℃
目標を達成するシナリオでは、2050 年頃に世界の CO2 排出量は正味でゼロ（以降ネットゼロと
表記）となること、これを達成するためにバイオマスと炭素回収貯留（CCS）を組み合わせた
BECCS 等による負の排出（CDR: Carbon Dioxide Removal）や、エネルギー需要の大幅削減が主
要な方策として示されていた[1, 2]。他方で、BECCS は食料供給との競合の懸念[3]、エネルギー
システムの大幅な転換は設備の耐用年数前の除却（座礁資産化）の懸念[4]など多くの課題が指
摘されていた。研究開始当初は、このような技術・経済・社会的な諸制約を考慮した場合の世界
CO2ネットゼロ達成のフィージビリティ、および代替となるネットゼロ排出シナリオの可能性は
明らかにされていなかった。一方で、太陽光発電や風力発電といった再生可能エネルギーは世界
的に価格の低下が見られており、また直接空気回収（DAC: Direct Air Capture）といった新たな革
新的技術についても普及の期待が高まってきたことなど、これらの最新の動向を踏まえた世界
CO2ネットゼロシナリオの検討が求められていた。 
 
２．研究の目的 

本研究では、様々な技術・経済・社会的要因による個別技術の普及制約を踏まえ、世界 CO2ネ
ットゼロ排出の技術的な実現可能性の評価を目的とした。さらに、諸制約による技術普及速度の
制約を考慮した際に、CO2ネットゼロ排出を早期に実現する追加的な方策を明らかにすることを
目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、研究代表者がこれまで開発を進めてきた日本を対象としたエネルギーシステム

モデルをベースに、世界 CO2 ネットゼロ排出シナリオの評価が可能となるよう、モデルの世界
全域への拡張を実施した。その際、諸制約を踏まえた個別技術の普及速度の評価が可能となるよ
う、エネルギー需要・供給に関わる技術を個別に扱った。さらに、諸制約を考慮した技術の普及
制約におけるネットゼロの可能性を検討するため、近年革新的技術として注目されている水素
や直接空気回収等の技術を追加した。これを用い、世界 CO2 ネットゼロシナリオの評価を実施
した。以下詳細な方法を示す。 
 
(1) 世界エネルギーシステムモデルの開発 

将来のエネルギー起源 CO2排出量を推計するシミュレーションモデル（AIM/Technology-Global）
を開発した。本モデルでは、将来の人口や GDP 等の社会経済シナリオに応じて、導入されるエ
ネルギー技術の機器効率・費用等の情報から、総エネルギーシステム費用の最小化問題を解くこ
とで、CO2排出量、エネルギー需要量、エネルギーシステム費用等を出力する逐次動学型のモデ
ルである。モデル構造は、これまで申請者が開発してきた日本モデルをベースに、日本モデルで
は扱わなかった資源採掘等のモジュールを新たに追加した。本モデルでは世界全域を 33 の国・
地域に区分した。特に、各種技術の普及速度の制約を評価できるよう、150 程度の技術（例：電
気自動車、ヒートポンプ技術、住宅断熱）を個別に扱った。さらに、技術普及制約を考慮した場
合の代替的な排出削減策として、水素とそれを用いた合成燃料、DAC をモデル内で扱えるよう
改良を行った。 
 
(2) エネルギーシステムモデルを用いた CO2ネットゼロ排出シナリオの評価 
①急速なエネルギーシステム転換に伴う座礁資産の評価 

急速な技術転換に伴う影響として、耐用年数前に停止、除却される資産の量（座礁資産）およ
びその金額換算値の定量化を実施できるようモデルの改良を行った。先行研究の多くは化石燃
料採掘設備や石炭・ガス火力発電等のエネルギー供給側の技術の座礁資産の定量化を実施して
きた[5]が、本研究ではエネルギー需要側の技術についても座礁資産の評価を実施できるようモ
デル改良を行い、世界 2℃シナリオおよび日本の 2050 年 80％削減シナリオを対象に評価を行っ
た。 
②世界 CO2ネットゼロ排出における革新的技術の役割の評価 

技術普及制約を考慮した場合における早期のネットゼロの実現可能性を評価するため、エネ
ルギー供給部門における革新的技術として水素とそれを起源とするエネルギーキャリア（アン
モニア等）の寄与度を評価した。技術制約としてはバイオマスと CCS を考慮した。 
③技術普及制約を考慮した際の世界 CO2ネットゼロ達成の道筋 
バイオマス、CCS に加えて、諸制約を考慮してエネルギー需要部門における電化・水素利用技

術の普及速度が制約された場合の代替的なネットゼロシナリオの可能性について評価を行った。
代替的な対策として、水素と回収した CO2を用いた合成燃料（液体、ガス）の生産技術を新たに
モデルに組み込み、既存の液体燃料・ガスを利用する需要技術での利用が可能であるとした。 



４．研究成果 
(1) 研究の主な成果 
①急速なエネルギーシステム転換に伴う座礁資産の評価 
世界エネルギーシステムモデルを用いた研究では、アジアを対象にパリ協定の 2℃目標に応じ

た排出削減シナリオについて 2050 年までの分析を行い、エネルギー供給部門における座礁資産
の定量化を行った。その結果、2℃シナリオでは CCS なしの石炭火力発電は 2050 年までにすべ
て座礁資産化することが示された。一方で、2030 年の削減目標を従来の目標から強化すること
で、座礁資産の量をおよそ半減できることを明らかにした。 

日本を対象とした研究では、当時の長期目標であった 2050 年 80%削減を対象に、エネルギー
供給・需要側の座礁資産の定量化をおこなった。結果として、急速な排出削減を伴うシナリオ下
では、発電等のエネルギー供給部門だけでなく、民生部門にて化石燃料を消費する熱源機器も座
礁資産化する可能性があることを明らかにした。ただし、電気ヒートポンプ機器などの低炭素技
術への補助金等の技術政策を、炭素への価格付けに加えて補完的に講じることで、需要部門の座
礁資産を約 3 分の 1 低減できることを示した。これらの成果は、技術普及の観点から環境研究と
しての新たな知見を提示したとともに、炭素税や技術補助金といった今後の気候変動政策への
示唆としても有意義であると考えられる。 
 
②世界 CO2ネットゼロ排出における革新的技術の役割の評価 
世界を対象に、2050 年頃までに CO2 ネットゼロ排出を達成するシナリオについて、水素およ

び水素起源のエネルギーキャリア（アンモニア、合成燃料）の役割の評価を行った。その際、技
術・経済・社会的な諸制約から、長期的な大規模普及の不確実性の大きい技術として、CCS とバ
イオマスの普及に制約を設けたシナリオについても分析を行った。結果として、1.5℃目標相当
（2050 年にエネルギー起源 CO2 がほぼネットゼロ）のシナリオ、および 2℃目標相当でも CCS
利用制約下のシナリオにおいて、世界のエネルギー需要に対する水素エネルギーキャリアの普
及率は 2050 年に 10-15%まで増加した。他方で、水素の平均生産コストは電力の約 1.5～2 倍と
なり、相対的に電化・バイオマスが優位となることから、多くの緩和シナリオでは水素の普及率
は 5%程度に留まる結果となった。水素エネルギーキャリアは運輸部門で最も多く導入され、産
業・発電部門でも一部導入されるが、民生部門での普及は見られなかった。一方で、電化やバイ
オマス利用はどのシナリオ・部門でも共通して重要な対策であったことから、水素普及に向けた
技術開発や政策の重要性が強調された一方、水素のみに依存することなく、電化等も含めた包括
的な戦略の重要性が示唆された。 

 
③技術普及制約を考慮した際の世界 CO2ネットゼロ達成の道筋 

2050 年頃に世界 CO2 ネットゼロ排出を達成する複数のシナリオについて、エネルギーシステ
ムモデルを用いた定量評価を行った。その際、バイオマスと CCS に加えて、様々な技術的・社
会的要因によってエネルギー需要部門の電化・水素技術の普及速度に制約を設けたシナリオを
新たに想定し、このような条件下での代替的な排出削減シナリオの可能性についてシミュレー
ションを行った。結果として、そのような技術制約下では、DAC と再生可能エネルギー起源水
素による炭素回収利用（CCU: Carbon Capture and Utilization）による合成燃料の普及が進み、最大
で世界のエネルギー需要の 30%に達する可能性を示した（図 1）。合成燃料は、水素と同様に主
に運輸部門での利用が最も多いが、産業部門・民生部門においても部分的に利用され、残存する
CO2排出の除去に有効なオプションとなる可能性を示した。他方で、合成燃料の製造やエネルギ
ーロスに伴い、エネルギー費用は大幅に増加し、他のネットゼロシナリオ（CDR の大規模利用、
需要部門の電化）と比べて総エネルギーシステムコストは約 2 倍となり、費用面での課題が大き
いことを示した。 
 
(2) 得られた成果の国内外における位置づけとインパクト 

2022 年に公表された IPCC 第 6 次評価報告書（第 3 作業部会）[6]では、ネットゼロ排出を達
成する例示的なシナリオが複数示された。これらは主に CDR や急速なエネルギー需要削減・電
化などを伴うものであったが、本研究ではこれらの対策に依存しない新たなネットゼロシナリ
オとして、CCU を活用するシナリオを提示した。これは学術的な新規性に加え、IPCC 第 7 次評
価報告書に向けた国際的な研究コミュニティへの示唆の観点からも重要性が高いと考えられる。
また、既に各国や企業はネットゼロ排出の達成に向けた方策の検討を進めており、比較的設備が
固定化（ロックイン）しやすい途上国などにおいて、本研究で示した CCU 活用シナリオは選択
肢の一つとなり得ることから、政策貢献としてのインパクトも大きいと考えられる。 
 
(3) 今後の展望 

本研究では水素や CCU を活用するシナリオの可能性を示したが、同時に費用等の課題も大き
いことを明らかにした。費用の面からより効率的な対策にはエネルギー需要部門の電化や、
BECCS を含む多様な CDR 技術がある。しかしこれらのポテンシャルや普及方策には明らかに
なっていない点が多く、これらの解明が求められる。 
 



 
図 1 合成燃料を考慮したネットゼロシナリオにおけるエネルギー需要部門の主要な指標。a)部
門別最終エネルギー消費、b)主要な部門における電化・水素技術の普及率の推移。電化・水素化
技術の普及速度が抑制されたシナリオ（1.5C-CCU）では、合成燃料やバイオマスの普及がネッ
トゼロに寄与している。 
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